
、公共交通事業者の 　公共交通事業者への支援については、利用者数の動向を注視

経営にも大きな影響が生じている。そのような中、通勤・通学 し公共交通事業者と協議しながら、市民への影響を勘案して慎

、生活の手段として公共交通を維持していかなければならず、 重に対応していく。

公共交通事業者への支援が求められている。

加えて、「２０２４年問題」運転手不足等によるバス路線の廃

止や減便等の対策も求められている。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 7年 6月18日 作成部局名 都市整備部 担当部局名

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

都市交通課

05
快適に過ごせる生活基盤が整備されたまち

24
公共交通が利用しやすい環境の整備・推進

市内外を結ぶ公共交通の利便性を高め、市民の誰もが公共交通機関を利用して、快適に移動できる環境を整えます。

交通対策事務費

コミュニティバス運行事業

自転車駐車場管理事業

ｔｏｃｏバス利用人数 tocoバスの年間利用者数
人 370,000 367,996 289,715 305,333 342,008 390,649

市内３駅駅前自転車駐車場 駅前自転車駐車場満車回数(一時利用)
回 0 0 0 0 0 0

の満車回数 (誰もが使用できる状態を維持 )

公共交通機関の利便性向上 利便性向上に満足している市民の割合
％ 30 28.3 31.4 － 43.1 －

の満足度 (市民意識調査 )

公共交通空白地帯が極力発生しないよう進めてきたが、その結 　公共交通は市民の移動手段として欠かせないものであること

果、路線バスとコミュニティバスの運行系統の競合・運賃格差 から、利便性の維持・向上に努めるとともに、必要となる支援

もあり、路線バス乗車数減少しているため、安定的な公共交通 を継続していく。また、公共交通の利用状況の推移や交通ビッ

網を持続することが厳しい状況になっている。 グデータの分析等を踏まえ、市内公共交通網の見直しについて

また、新型コロナの影響により、公共交通の利用者数が減少し 「戸田市地域公共交通協議会」にて検討を進める。

、現状コロナ前までの回復が見られない中



上、路線バスの

204,972 運行維持に努めていく。

－ － １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ01 01 02 01 12 01 01 17,988

路線バスへのノンステップバ 16,988

ス導入や、市の東西公共交通 10,353

02 コミュニティバス運行事業　（都市交通課）

コミュニティバス運行事業

任
意

128,395 コミュニティバスの安定的な運行を

138,634 図っていく。

－ ○ ６ ○ Ａ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ01 01 02 01 12 02 01 155,246

コミュニティバス５循環（喜 155,246

沢・川岸循環、西循環、南西 7,140

03 自転車駐車場管理事業　（都市交通課）

自転車駐車場管理事業

任
意

15,368 指定管理者と協議しながら、利便性

26,461 の向上を図っていく。

－ － １ ○ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ01 01 08 01 02 03 01 21,156

市立自転車駐車場８カ所の効 3,746

果的・効率的な管理運営を実 3,570

02 放置自転車対策事業　（都市交通課）

（再掲）放置自転車対策事業

任
意

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 08 01 02 02 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

放置禁止区域や自転車駐車場 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

、公共の場所に放置されてい ※事業内容は、当該事務事業評

戸

価シートを参照
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日 令和 7年 6月18日 作成部局名 都市整備部 担当部局名

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０７年度（事業費総額） 令和０８年度 令和０９年度 令和１０年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０７年度（人件費総額） 令和０８年度 令和０９年度 令和１０年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価
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事業費R コメント
8

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

新型コロナウィルスやテレワーク等の影響もあり、コロナ前までの利用者数の回復が見られ
ない中、厳しい経営環境にある公共交通事業者を支援し、市民の移動手段を確保していく必
要がある。また、シェアサイクル等、公共交通を補完する新たな移動手段の可能性を引き続
き検討していく。加えて、今後の方針となる「地域公共交通計画」の策定に向けて、法定協

Ｂ
議会での議論を進めていく。その中では、バス路線の廃止等に対する新たな交通サービスに
よる対応策についても検討を進めていく。

370,067 ↓ 194,390 ↑ 434,613 ↓ 203,824
新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として公共交通事業者を取り巻く環境は厳しい状況にある。既存の公共交通網を確保してい
くために、継続的な支援を維持していく必要がある。

21,777 ↓ 21,063 → 21,063 → 21,063
公共交通の維持確保に向けた施策を展開するにあたって、現行の人員体制を維持していく必要がある。

01 交通対策事務費　（都市交通課）

交通対策事務費

任
意

13,892 交通事業者と協議の


